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１ 概 要 

 

 平成１２年度から始まった中山間地域等直接支払制度は、第１期（１２～１６年度）、

第２期（１７～２１年度）の対策を終了し、２２年度からは２６年度までを実施期間と

した第３期対策がスタートした。 

 ２５年度は、前年と同じ３５の市町村で実施され、２５億６７７２万円の交付金が支

払われた。 

 協定締結面積は、昨年度より約２６６ｈａ増加し、３３，１２３ｈａとなり、対象農

用地面積に占める協定締結面積の割合（協定締結率）は８１．４％と１％減少した。 

 協定締結数は、集落協定が２３協定、個別協定が１協定増加したことにより、昨年度

より２４協定の増加となった。 

 延べ参加農家数は、昨年度より４００戸増加し３２，７１７戸となった。 

  第２期対策からは、協定の取組内容によって交付単価に差を設けているが、取組み全

体のうち、より前向きな取組に対する体制整備単価（第１期対策と同じ交付単価）の割

合が面積ベースで８７％、残り１３％が基礎単価（第１期対策の８割の交付単価）の取

組となり、前年と同じであった。 

 

 

 表１．熊本県における中山間地域等直接支払制度の実施状況 

 項   目 Ｈ２５年度  Ｈ２４年度  前年比増減 

 実施市町村数 ３５         ３５       － 

 対象農用地面積(推計) ４０，６８５ha   ３９，８７９ha   ８０６ha増 

 協定締結面積 

 （全国順位） 

３３，１２３ha 

（第２位） 

 

  ３２，８５７ha 

    （第２位） 

  ２６６ha増 

  うち体制整備単価（構成比） 28,866ha(87%)    28,688ha(87%)   １７８ha増 

 うち基礎単価（構成比） 4,257ha(13%)     4,169ha(13%)    ８８ha増 

 協定締結率（推計） ８１．４％      ８２．４％ １％減 

 協定締結数 １，４０２協定   １，３７８協定    ２４協定増 

  集落協定 １，３９０協定   １，３６７協定    ２３協定増 

 個別協定 １２協定       １１協定      １協定増 

 延べ参加農家数 ３２，７１７戸   ３２，３１７戸   ４００戸増 

 交付金支払額 

 （全国順位） 

２，５６８百万円 

（第５位） 

 ２，５３４百万円 

（第５位） 

 ３４百万円増 

 

 


